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畑  宏樹 

 

学歴・取得学位 

1992 年 3 月 早稲田大学法学部卒業 

1994 年 3 月 上智大学大学院法学研究科法律学専攻博士前期課

程修了（修士（法学）） 

 

 

職歴 

2000 年 4 ⽉ 福島⼤学⾏政社会学部助教授（〜2004 年 3 ⽉） 
2004 年 4 ⽉ 明治学院⼤学法学部助教授（〜2009 年 3 ⽉） 
2009 年 4 ⽉ 明治学院⼤学法学部教授（〜現在） 

 

業績 

（著書、論文、判例評釈・翻訳等） 

著書 

1. 『民事訴訟法〔第 3 版〕（ストゥディアシリーズ）』〔共著〕(有

斐閣・2023) 

2. 『フレッシャーズ法学演習〔第 2 版〕』〔共著〕(中央経済社・

2022)  

3. 『Law Practice 民事訴訟法〔第 4 版〕』〔共著〕(商事法務、

2021)  

4. 『フレッシャーズ民事法入門〔第 2 版〕』〔共著〕（成文堂・

2020）  

5. 『法学講義民事訴訟法』〔共著〕(弘文堂・2018)  
など 

論文 

1. 「引用文書該当性判断に関する一試論」『民事法の現在

地と未来［小林秀之古稀］』（弘文堂・2022） 

2. 「倒産手続における「内部者」概念について」『民事手続法

の発展［加藤哲夫古稀］』（成文堂・2020） 

3. 「詐害再審についての一考察」『現代民事手続の法理［上

野泰男古稀］』（弘文堂・2017） 

4. 「相殺の抗弁と重複起訴の禁止」明治学院大学法学研究

101 号（2016） 

5. 「情報の偏在事例における訴訟準備活動」法律時報 1018

号 13 頁以下(2010) 
                          など 

判例評釈等 

1. 「第三者の提起する親子関係不存在確認の訴えについて

確認の利益があるとされた事例―最判令和 4 年 6 月 24
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日裁判所ウエブサイト」新・判例 Watch32 号 153 頁

（2023） 

2. 「債権の仮差押えを受けた仮差押債務者がその後に第三

債務者との間で当該債権の金額を確認する旨の示談をし

た場合において、当該債権に対する差押命令および転付

命令を得た仮差押債権者が第三債務者に対して当該示

談金額で確認された金額を超える額の請求をすることが

できないとした原審の判断に違法があるとされた事例―

最判令和 3 年 1 月 12 日集民 265 号登載予定 」判例秘

書ジャーナル文献番号 HJ100126（2021） 

3. 「鑑定の嘱託を受けた者が当該鑑定に関して作成・受領し

た文書等の法律関係文書該当性または刑事事件関係書

類該当性―①最決令和 2 年 3 月 24 日民集 74 巻 3 号

455 頁、②最決令和 2 年 3 月 24 日判タ 1480 号 144 頁」

令和 2 年度版重要判例解説 96 頁（2021） 

4. 「詐欺被害を受けた株式会社の社外役員によって構成さ

れる調査委員会が作成した調査報告書が、民事訴訟法

220 条 4 号二の自己利用文書に当たらないとされた事例

―大阪高決令和元年 7 月 3 日判時 2442 号 71 頁」私法

判例リマークス 62 号 122 頁（2021） 

5. 「相当対価での事業譲渡と否認―東京高判平成 25 年 12

月 5 日金判 1433 号 16 頁」『倒産判例百選〔第 6 版〕』32

頁（2021） 

6. 「債権差押命令と配当を受けることができる遅延損害金の

範囲―最判平成 21 年 7 月 14 日民集 63 巻 6 号 1227

号」『民事執行・保全判例百選〔第 3 版〕』134 頁 (2020) 

7. 「訴えの客観的予備的併合訴訟において、予備的請求を

認諾する旨の陳述がされたとしても、その陳述の効力を

認めなかった事例―東京高判平成 30 年 2 月 14 日判時

2386 号 13 頁」判例時報 2415 号 143 頁 (2019) 
など 

 

（講演・口頭発表等、学会・社会活動） 

講演等 

日本民事訴訟法学会個別報告「続審制の再評価と更新権の範囲に

ついて」（2008） 

学会・社会活動 

日本民事訴訟法学会理事（2024～） 

 

（実務実績〔取扱業務等〕） 

 

プロフィール

（URL） 

 


